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はじめに
　本市は、社会教育施設、福祉施設、商業・産業施設、学校施設、市営住宅等の建築物

や、道路、橋りょうなど、公共の福祉を増進し、また、市民生活や、あらゆる社会経済活

動を支えるためのさまざまな施設を保有しています。これらは、高度経済成長期等に

集中的に整備された経年のものが多く、今後、本格的な少子高齢社会の到来等に伴い

社会経済状況が大きく変化する中、効率的かつ効果的な維持管理や、あり方の検討が

必要な状況となっています。

　こうしたことから、本市では、2011（平成23）年度から2013（平成25）年度までの３

か年を取組期間とする「川崎版PRE戦略　かわさき資産マネジメントプラン（第１期取

組期間の実施方針）」を2011（平成23）年２月に策定し、モデルケースによる取組手法

の検討を行いながら、大規模施設を中心とした施設の長寿命化等の資産マネジメント

の取組に着手してまいりました。

　こうした取組は、今後も対象を拡大し、長期かつ継続的に推進していく必要があり、

また、併せて、本市施設の状況を市民の皆様にできる限りわかりやすくお伝えするた

め、このたび、「かわさき資産マネジメントカルテ〈資産マネジメントの第２期取組期間

の実施方針〉」を策定しました。

　これに示す取組の考え方や方向性に基づき、施設の最適な維持管理や活用等を行

い、必要な行政サービスの提供や、施設利用者の安全・安心を確保するとともに、財政

負担の縮減による多様な市民ニーズに対応した行政サービスの財源の確保をめざす

「資産・債務改革」を推進してまいります。
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（1）取組の背景

１１ 取組の背景と資産の状況取組の背景と資産の状況

現状の施設をそのまま保有することを前提とした場合、10年後には本市公共
建築物の約７割が築30年以上となるなど、施設老朽化に伴う将来的な財政負
担の増大・集中が懸念されます。

今後、本市では、本格的な少子高齢社会の到来とともに、人口増加も見込まれ
ており、これによる行政ニーズの増加・変化には引き続き対応していくことが求
められます。

扶助費や、施設更新需要の増大に伴う公債費増額による今後の財政の硬直化
も懸念される中、保有資産の最適化や効率的な維持管理等により、将来的な
行政サービスの財源を確保していく必要があります。
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（43.2％）

築20~29年
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（25.7％）

築10～19年
716千㎡
（19.9%）

築9年以下
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（11.2％）

旧耐震基準等（1981年以前と仮定）
1,341千㎡（37.4％）

新耐震基準（1982年以降と仮定）
2,247千㎡（62.6％）

◉本市公共建築物の建築年別床面積（2013（平成25）年3月31日現在）

◉本市人口の推移（国勢調査・将来人口推計） ※2010（平成22）年以前は国勢調査
※構成比は、年齢不詳を除いて算出している。

公共施設の老朽化に伴う
財政負担の
増大・集中への懸念

将来人口推計から見た
行政ニーズの変化への
対応の必要性

財政の硬直化等の課題に
対応した「資産・債務改革」
の必要性
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（２）本市資産の状況

市民一人当たり公共建築物床面積は、全政令指定都市20都市の中で４番目に
小さい水準となっています。

他政令指定都市との
状況比較

児童生徒の増加への対応（小中学校）など行政ニーズの増加・変化に的確に対
応してきた経緯から面積は増加してきています。

本市公共建築物
床面積の変遷

●人口密度：第２位（人口：第８位・市域面積：第20位）
●市域１k㎡当たりの公共建築物床面積：第３位（公共建築物床面積：第10位）
●市民一人当たりの市有地面積：第17位（市有地面積：第15位）
●地価（住宅地平均価格）：第１位
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◉市民一人当たりの公共建築物床面積（他政令指定都市との比較）

◉本市公共建築物床面積の変遷（2003（平成15）年度～2012（平成24）年度）

※上記データの出典 ●人口：平成22年国勢調査
 ●公共建築物床面積・市有地面積：平成23年度市町村公共施設状況調査（総務省）

●市域面積：平成24年全国都道府県市区町村別面積調（国土交通省）
 ●地価：平成25年地価公示（国土交通省）
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（３）公共建築物の修繕費・更新費の将来見通し

　資産マネジメントの取組の今後の
方向性を定める上では、施設の将来
における修繕や更新にかかる事業費
を見通し、現在の施設を今後も保有し
ていくことが可能であるか、また、ど
のようにすれば保有していくことが可
能であるかを分析・把握することが大
変重要です。
　右の図は、本市公共建築物につい
て、一定の前提条件の下、「①長寿命
化を行わなかった場合」、「②第１期
取組期間までの長寿命化の取組を反
映した場合」、「③全ての施設につい
て長寿命化に配慮した場合」の３つの
パターンにおいて、将来20年間で想定
される修繕・更新にかかる事業費と、
過年度事業費の比較を行ったグラフ
ですが、「②」のこれまでの長寿命化
の取組を反映した場合においても将
来事業費が過年度事業費を下回るに
は及ばず、これを可能とするためには、
「③」のとおり、長寿命化の対象範囲
を拡大し、全ての公共建築物について
長寿命化に配慮していくことが必要と
なります。

◉修繕・更新費の将来20年間の見通し（過年度事業費との比較）
2014（平成26）年度 ～ 2033（平成45）年度

2014～2018

482 億円/年度482 億円/年度

401 億円/年度

315 億円/年度

394 億円/年度

2019～2023 2024～2028 2029～2033
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20年間平均　423億円 / 年度
①長寿命化を行わなかった場合

20年間平均 ： 398億円 / 年度
②第１期取組期間までの長寿命化の取組（※）を反映した場合

20年間平均 ： 255億円 / 年度
③全ての施設について長寿命化に配慮した場合

245 億円/年度
276 億円/年度276 億円/年度

258 億円/年度 239 億円/年度

※市営住宅の「第３次ストック総合活用計画(H23)」及び、市営住宅・学校施設を除く公共建築物
のうち大規模施設の「中長期保全計画(H18～H22)」を反映

1,829億円
366億円 / 年度

過年度事業費
1,829億円
５か年度平均
366 億円/ 年度

修繕費

更新費

1,829億円
366億円 / 年度
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外部有識者委員会
（名称：川崎市資産改革検討委員会）

庁内委員会
（名称：川崎版PRE戦略推進委員会）

※PREはPublic Real Estate（公的不動産）の略

専門的見地
からの意見

経済、財政及び不動産鑑定等の資産改革に密接
な関連を有する分野に関して専門的見地を有
する者5名以内で構成

■委員長・副委員長…副市長
■委員… ●資産マネジメントの推進

●資産マネジメントの対象施設
●総合政策　　●財政
を所管する局ほか関係する局の
局長級の職員

■委員長・副委員長…副市長
■委員… ●資産マネジメントの推進

●資産マネジメントの対象施設
●総合政策　　●財政
を所管する局ほか関係する局の
局長級の職員

◆「全庁横断的マネジメント」の視点　　　◆「市民利用の安全性」の視点
◆「企業会計的マネジメント」の視点　　　◆「環境配慮」の視点
◆「暮らしやすいまちづくり」の視点

資産マネジメントの
推進体制

◉将来人口推計に対応した取組期間の設定

22 資産マネジメントの第２期取組の
戦略・対象施設・期間
資産マネジメントの第２期取組の
戦略・対象施設・期間

33 基本的な視点・推進体制基本的な視点・推進体制

基本的な視点

引き続き見込まれる行政ニーズの増加・変化への対応も踏まえ、施設の長寿命化を主体とした３つの戦略（「戦略
１  施設の長寿命化」「戦略２  資産保有の最適化」「戦略３  財産の有効活用」）により、資産マネジメントの第２期
の取組を推進します。また、第２期取組の対象施設は「本市が保有する建築物及び道路、橋りょう等のインフラ施
設（企業会計を含む。）」とし、その期間については、「戦略１  施設の長寿命化」の重点的取組期間として、2014（平
成 26）年度から2020（平成 32）年度までとします。

本市が取り組むさまざまな施策等の考え方を「基本的な視点」として取り入れ、
取組を推進します。

全庁的な合議機関である庁内委員会と、取組に専門的見地からの意見を反映
するための外部有識者委員会を活用し、さまざまな意見・考え方を取り入れな
がら取組を進めます。

資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
取
組

施設の長寿命化

資産保有の最適化

財産の有効活用

人口推計
（川崎市） 総人口総人口

「第2期」取組継続期間

取組の順次拡大

重点的取組期間
（範囲拡大）

重点的
取組期間

第1期
取組期間

第1期
取組期間

第1期
2011～2013年度（3年間）

第2期
2014～2020年度（7年間）

第3期
2021～2030年度（10年間）

第4期～
2031年度～

2011年度

取組期間

重点的取組期間
（範囲拡大）

●建築物総量の管理　●取組の順次拡大
●「第4期」取組準備期間

●建築物総量の管理
●取組の順次拡大

第1期
取組期間

重点的
取組期間

2020年度 2030年度
ピーク

全庁的な合意形成

◉資産マネジメントの推進体制
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